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2025 年 3 月期 第 2 四半期（中間期） 連結財務諸表の概要 

 

2024 年 11 月１日 

会 社 名 au フィナンシャルホールディングス株式会社 URL https://www.au-financial.com/ 

代 表 者 代表取締役社長 石月 貴史 TEL  03（4346）1990 

問合せ先責任者 専務取締役 CFO 齊藤 剛 特定取引勘定設置の有無  無 

   (百万円未満切捨て) 

１．2025 年 3 月期 第 2 四半期（中間期）の連結業績(2024 年 4 月 1 日～2024 年 9 月 30 日) 
 

(1) 連結経営成績  (％表示は、対前年中間期増減率) 
 

経常収益 経常利益 親会社株主に帰属する 
中間純利益 

 百万円  ％ 百万円 
 

％ 百万円 
 

％ 

2025 年 3 月期 中間期 128,537       18.6 16,733 29.5 8,887 52.9 

2024 年 3 月期 中間期 108,335 

 

13.4 

 

 

 

12,921 98.4 

 

5,814  

 

  

359.8 

 
（注）包括利益 2025 年 3月期中間期 9,086 百万円（ －％）   2024 年 3月期中間期 △884百万円（ －％） 

 

 １株当たり 
中間純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

  円    銭    円    銭   

2025 年 3 月期 中間期 5,227  95 －  －   

2024 年 3 月期 中間期 3,420  17 －  －   

 

(2) 連結財政状態  

 総 資 産 純 資 産 
自己資本比率 
（注１） 

１株当たり 
純資産 

連結自己資本比率 
（国内基準） 
（注２） 

 百万円  百万円  ％   円    銭 ％  

2025 年 3 月期 中間期 6,725,538 321,676 4.16 164,768 25 8.47 

2024 年 3 月期 5,604,017 312,694 4.86 160,391  56 8.96 

(参考) 自己資本 2025年 3 月期中間期 280,106百万円  2024年 3 月期 272,665 百万円 

(注 1)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。 

(注 2)「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第 52 条の 25の規定に基づき、銀行持株会社が銀行持株会社及びその子会社の

保有する資産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告

示第 20 号）」に基づき算出しております。 

 

(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 
の中間期末残高 

 
 百万円  百万円  百万円   百万円 

2025 年 3 月期 中間期 230,718 8,507 △ 103 918,870 

2024 年 3 月期 中間期 60,568 △ 37,083 △ 84 318,863 

 

 

 

https://www.au-financial.com/
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２．その他 

(1) 当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無 

 

(2）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無  

 

(3）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更       ： 無  

② ①以外の会計方針の変更              ： 無  

③ 会計上の見積りの変更                ： 無  

④ 修正再表示                     ： 無  

 

(4）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 

② 期末自己株式数 

③ 期中平均株式数(中間期)  

 

  

2025年 3月期中間期 1,700,000 株 2024 年 3 月期 1,700,000 株 

2025年 3月期中間期 －株 2024 年 3 月期 －株 

2025年 3月期中間期 1,700,000 株 2024年 3月期中間期 1,700,000 株 
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中間連結財務諸表 

(1) 中間連結貸借対照表 

 

684,046 922,881 
27,581 90,124 
14,050 23,051 
17,117 16,247 

491,720 500,334 
3,568,207 4,351,816 

345 370 
591,403 641,285 
152,926 122,437 

1,847 1,757 
50,938 50,821 
5,836 6,396 

△ 2,005 △ 1,985 
5,604,017 6,725,538 

3,766,335 4,227,777 
85,000 50,000 
37,971 1,198 

263,157 249,871 
6,308 6,533 
2,022 2,207 
4,285 4,326 

526,741 1,325,650 
431,908 363,233 
172,305 177,641 

1,321 1,572 
228 308 
45 73 

5,291,323 6,403,861 

25,000 25,000 
161,660 161,660 
90,013 98,901 

276,674 285,561 
△ 3,977 △ 5,411 

△ 31 △ 44 
△ 4,008 △ 5,455 

40,028 41,570 
312,694 321,676 

5,604,017 6,725,538 

（単位：百万円）

科　　　　　　目
前連結会計年度 当中間連結会計期間
(2024年3月31日) (2024年9月30日)

（資　産　の　部）
現 金 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
割 賦 売 掛 金
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
貸 倒 引 当 金
資 産 の 部 合 計

（負　債　の　部）
預 金
譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金
保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金
責 任 準 備 金

借 用 金
未 払 金
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 に 係 る 負 債
繰 延 税 金 負 債

非 支 配 株 主 持 分
純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計
（純　資　産　の　部）

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
株 主 資 本 合 計
その 他有 価証 券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
その他の包括利益累計額合計
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(2) 中間連結損益計算書および中間連結包括利益計算書 

     中間連結損益計算書

 

 

 

（単位：百万円）

108,335  128,537  
37,327  47,212  
22,145  27,081  

( う ち 貸 出 金 利 息 ) （ 19,733  ） （ 23,400  ）
( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ) （ 1,054  ） （ 1,567  ）

11,789  18,048  
3,229  1,238  

162  843  
11,248  11,403  
11,167  11,351  

( う ち 正 味 収 入 保 険 料 ) （ 11,106  ） （ 11,351  ）
0  0  

81  52  
59,759  69,920  
95,413  111,803  
29,679  36,237  
2,091  5,084  

( う ち 預 金 利 息 ) （ 1,643  ） （ 4,802  ）
11,293  12,527  

471  2  
15,720  18,589  

103  33  
10,247  11,376  
8,313  9,157  

( う ち 正 味 支 払 保 険 金 ) （ 7,756  ） （ 8,636  ）
1,410  1,869  

524  349  
55,486  64,189  
12,921  16,733  

-  32  
-  32  

12,921  16,700  
5,421  5,818  
△ 276  △ 116  
5,145  5,701  
7,776  10,998  
1,962  2,111  
5,814  8,887  

法 人 税 等 合 計
中 間 純 利 益

経 常 利 益
特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利益
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利益

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費
そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 事 業

経 常 費 用
銀 行 事 業
資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

保 険 事 業
保 険 引 受 費 用

保 険 事 業
保 険 引 受 収 益

資 産 運 用 収 益
そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 事 業

科　　　　　　　目

経 常 収 益
銀 行 事 業
資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益

当中間連結会計期間前中間連結会計期間
(自　2023年4月 1日

　至　2023年9月30日)
(自　2024年4月 1日
　至　2024年9月30日)
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中間連結包括利益計算書 
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(3)中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間（自 2023 年 4 月 1 日 至 2023年 9 月 30 日）

 

 

 

 

 

当中間連結会計期間（自 2024 年 4 月 1 日 至 2024年 9 月 30 日） 

 

 

  

（単位：百万円）

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ
損益

その他の
包括利益
累計額
合計

25,000 160,541 77,812 263,354 △ 3,543 5 △ 3,538 38,484 298,300

　
親会社株主に帰属する
中間純利益 5,814 5,814 5,814

非支配株主との取引に係る
親会社持分の変動

0 0 0

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） △ 6,489 △ 5 △ 6,495 △ 288 △ 6,783

- 0 5,814 5,815 △ 6,489 △ 5 △ 6,495 △ 288 △ 968

25,000 160,542 83,626 269,169 △ 10,033 △ 0 △ 10,033 38,196 297,331当中間期末残高

当中間期変動額合計

当中間期変動額

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

当期首残高

純資産
合計

（単位：百万円）

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ
損益

その他の
包括利益
累計額
合計

25,000 161,660 90,013 276,674 △ 3,977 △ 31 △ 4,008 40,028 312,694

　
親会社株主に帰属する
中間純利益 8,887 8,887 8,887

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） △ 1,434 △ 13 △ 1,447 1,541 94

- - 8,887 8,887 △ 1,434 △ 13 △ 1,447 1,541 8,982

25,000 161,660 98,901 285,561 △ 5,411 △ 44 △ 5,455 41,570 321,676

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純資産
合計

当期首残高

当中間期変動額

当中間期末残高

当中間期変動額合計
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(4)中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

 

（単位：百万円）
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
(自　2023年4月 1日 (自　2024年4月 1日

　至　2023年9月30日) 　至　2024年9月30日)
営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間純利益 12,921 16,700
減価償却費 2,668 2,844
のれん償却額 980 672
支払備金の増減額（△は減少） △ 36 185
責任準備金等の増減額（△は減少） 580 40
持分法による投資損益(△は益) 1,464 1,329
貸倒引当金の増減（△） 345 △ 20
賞与引当金の増減額（△は減少） 32 251
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 41 79
資金運用収益 △ 23,562 △ 29,219
資金調達費用 2,141 5,179
有価証券関係損益（△） △ 47 △ 183
為替差損益（△は益） △ 1,362 △ 550
貸出金の純増（△）減 △ 494,965 △ 783,589
預金の純増減（△） 286,310 461,442
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 3,549 △ 13,285
借用金の純増減（△） 21,715 798,909
譲渡性預金の純増減（△） 40,000 △ 35,000
コールローンの純増（△）減 493 △ 62,542
コールマネーの純増減（△） 120,000 △ 36,772
外国為替（資産）の純増（△）減 18 △ 24
資金運用による収入 23,618 29,394
資金調達による支出 △ 2,105 △ 3,284
その他 69,139 △ 116,888
　 小計 63,940 235,665
法人税等の支払額 △ 5,224 △ 6,518
法人税等の還付額 1,853 1,571
営業活動によるキャッシュ・フロー 60,568 230,718

投資活動によるキャッシュ・フロー
買入金銭債権の取得による支出 △ 2,500 △ 11,000
買入金銭債権の償還による収入 1,521 2,040
有価証券の取得による支出 △ 289,011 △ 52,875
有価証券の売却及び償還による収入 265,175 73,264
金銭の信託の増加による支出 △ 7,744 -
金銭の信託の減少による収入 - 900
有形固定資産の取得による支出 △ 35 △ 92
無形固定資産の取得による支出 △ 2,443 △ 3,285
関係会社株式の取得による支出 △ 1,837 -
その他 △ 209 △ 444
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 37,083 8,507

財務活動によるキャッシュ・フロー
非支配株主への配当金の支払額 △ 84 △ 103
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 84 △ 103

 現金及び現金同等物に係る換算差額 - -
 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 23,400 239,122
 現金及び現金同等物の期首残高 295,462 679,747
 現金及び現金同等物の中間期末残高 318,863 918,870

科                          目
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

1. 連結の範囲に関する事項 

（1） 連結子会社 7 社 

au じぶん銀行株式会社 

au フィナンシャルサービス株式会社 

au ペイメント株式会社 

au アセットマネジメント株式会社 

au フィナンシャルパートナー株式会社 

au 損害保険株式会社 

au Reinsurance Corporation 

（2） 非連結子会社 

該当事項はありません。 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

（1） 持分法適用の非連結子会社及び関連会社 2 社 

au カブコム証券株式会社 

ライフネット生命保険株式会社 

（2） 持分法非適用の非連結子会社及び関連会社 

該当事項はありません。 

 

3. 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

すべての連結される子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

4. 会計方針に関する事項 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法、その他有価証券

については時価法、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行ってお

ります。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（2） 金銭の信託の評価基準及び評価方法 

 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券等の評価は、当社グループが当該有価証券等

を保有する場合と同じ方法により行っております。 

（3） デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 
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（4） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定額法により償却しております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 8 年から 18 年 

工具、器具及び備品 2 年から 15 年 

② 無形固定資産 

定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間（最

長 20 年）に基づいて償却しております。 

（5） 貸倒引当金の計上基準 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本

公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022 年 4 月 14 日）に規定する正常先債権及び要

注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、将来発生が見込まれる損失率を合理

的に見積もり、予想損失額に相当する額を計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権につい

ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必

要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権

額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した与信監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、一部の連結される子会社は、債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過

去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（6） 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当

中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 

（7） 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算は、退職給付に係る当中間連結会計期間末の自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

（8） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

（9） 収益及び費用の計上基準 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しております。 
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（10） 重要なヘッジ会計の方法 

金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ

を適用しております。その他有価証券に区分している固定金利の債券及び固定金利の借用金の相場変

動を相殺するヘッジにおいては、個別にヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として

指定しております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、へッジ

対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し両者の変動額を基礎にして判断しております。 

（11） 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」

のうち、定期預け金以外のものであります。 

（12） のれんの償却方法 

のれんの償却については、その効果が発現すると見込まれる期間（20 年以内）で均等償却しており

ます。 

（13） グループ通算制度の適用 

当社及び一部の国内子会社は、当期よりグループ通算制度を適用しております。 
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注記事項 

（重要な会計上の見積り） 

  会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結財務諸表にその額を計上した項目であって、翌連結会

計年度に係る連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

固定資産及びのれんの評価(持分法上ののれん相当額を含む) 

(1) 当連結会計年度に係る連結財務諸表に計上した額 

有価証券    81,720 百万円 

有形固定資産        1,757 百万円 

無形固定資産        50,821 百万円 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

当社グループはのれんを含む有価証券及び固定資産のうち、将来の収益性が著しく低下した等の理由で

減損の兆候があると認められる資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる

割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として計上いたします。そのため、減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に

あたっては見積りを含む慎重な検討を実施しておりますが、市場環境の変化等により見積りの前提とした

条件や仮定に変化が生じた場合、減損損失の計上が必要となる場合がございます。 
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（中間連結貸借対照表関係） 

1. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な

お、債権は、中間連結貸借対照表の貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金の各勘

定に計上されているものであります。 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額      828 百万円 

危険債権額                  1,497 百万円 

三月以上延滞債権額               105 百万円 

貸出条件緩和債権額              1,956 百万円 

合計額                    4,388 百万円 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申し立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約

に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性が高い債権で破産更生債権及びこれら

に準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金

で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債

権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

2. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

 担保に供している資産 

  有価証券           297,426 百万円 

  貸出金           1,265,774 百万円 

 担保資産に対応する債務 

  債券貸借取引受入担保金    249,871 百万円 

  借用金               1,311,100 百万円 

上記の他、為替決済等の取引の担保として、有価証券 71,788 百万円、貸出金 761,475 百万円を差し入

れております。また、その他資産には、先物取引差入証拠金 7,874 百万円、金融商品等差入担保金 4,362

百万円及び保証金 1,326 百万円が含まれております。 
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3. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約す

る契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、611,852 百万円であります。 

 

4. 有形固定資産の減価償却累計額     2,210百万円 

 

5. 関係会社の株式の総額         81,720百万円 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：千株） 

 当連結会計期間

期首株式数 

当中間連結会計

期間増加株式数 

当中間連結会計

期間減少株式数 

当中間連結会計

期間末株式数 

摘要 

発行済株式      

 普通株式 1,700 － － 1,700    

合計 1,700 － － 1,700  

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金預け金勘定 922,881 百万円 

定期預け金 △ 4,010 百万円 

現金及び現金同等物 918,870 百万円 
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（金融商品関係） 

1．金融商品の時価等に関する事項 

2024 年 9 月 30 日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注）参照）。また、

現金預け金、コールローン、外国為替、譲渡性預金、コールマネー、債券貸借取引受入担保金及び未払

金は、短期間で決済されるため、時価と簿価が近似することから注記を省略しています。 

 

                                                                           （単位：百万円） 

  
中間連結貸借 

対照表計上額 
時価 差額 

(1)買入金銭債権 23,051  22,729  △ 322 

(2)金銭の信託    

その他の金銭の信託 16,247 16,247 － 

(3)有価証券        

満期保有目的の債券 104,820 102,402 △ 2,418 

その他有価証券 313,793  313,793  － 

関連会社株式 4,040 24,607 20,566 

(4)貸出金 4,351,816   

 

 

 貸倒引当金 △ 1,920  

  4,349,896  4,347,125  △ 2,770 

(5)割賦売掛金 641,285  639,422  △ 1,862 

資産計 5,453,135 5,466,328 13,193 

(1)預金 4,227,777  4,234,326  6,548 

(2)借用金 1,325,650  1,323,023  △ 2,627 

負債計 5,553,428  5,557,350  3,921 

デリバティブ取引(※1)        

ヘッジ会計が適用されていないもの 780  780  － 

ヘッジ会計が適用されているもの (648) (648) － 

デリバティブ取引計 131  131 － 

（※1）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取

引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、（ ）で示しております。 
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（注）市場価格のない株式等及び組合出資金の中間連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の

時価情報の「有価証券」には含まれておりません。 

 

 （単位：百万円） 

区 分 中間連結貸借対照表計上額 

関連会社株式 77,679 

組合出資金（※2） 0 

（※2）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31

号 2021 年 6 月 17 日）第 24-16 項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 
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2．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(1) 時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品 

   （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

金銭の信託     

 その他の金銭の信託 － 6,067 10,180 16,247 

有価証券     

その他有価証券 282,218 31,575 － 313,793 

デリバティブ資産     

金利関連 － 5,844 － 5,844 

通貨関連 － 1,851 － 1,851 

資産計 282,218 45,339 10,180 337,738 

デリバティブ負債     

金利関連 － 5,961 － 5,961 

通貨関連 － 1,603 － 1,603 

負債計 － 7,565 － 7,565 
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(2) 時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

   （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

買入金銭債権 － 22,729 － 22,729 

有価証券     

満期保有目的の債券     

国債 102,402 － － 102,402 

 関連会社株式 24,607 － － 24,607 

貸出金 － 4,347,125 － 4,347,125 

割賦売掛金 － 639,422 － 639,422 

資産計 127,009 5,009,278 － 5,136,287 

預金 － 4,234,326 － 4,234,326 

借用金 － 1,323,023 － 1,323,023 

負債計 － 5,557,350 － 5,557,350 

 

（注 1）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定にかかるインプットの説明 

資産 

 買入金銭債権 

   買入金銭債権については、取引金融機関等から提示された価格、あるいは合理的な見積りに基づく合

理的に算定された価額によっております。当該時価はレベル２の時価に分類しております。 

 金銭の信託 

   金銭の信託における信託財産の構成物である有価証券については、情報ベンダーから入手する評価に

よっております。観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場

合はレベル２の時価に分類しております。 

   なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については「（金銭の信託関係）」に記載してお

ります。 

 有価証券 

   有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分

類しております。取引金融機関等から提示された価格等による場合はレベル２の時価に分類しておりま

す。 

また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者

からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には、投資信託委託会社が公表する基準価

額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。 
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貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行

後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の

新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期

間（1 年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見

込み額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日における中間連結貸借対照

表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としており

ます。時価の算定に当たり重要な観察できないインプットを用いていないため、レベル２の時価に分類

しております。 

割賦売掛金 

割賦売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していると想定されます。ただし、外

部と締結している信用保証契約の対象となっている債権については、中間連結決算日における帳簿価額

から債務保証料を控除した金額が時価に近似していると想定されるため、当該価額をもって時価として

おります。当該時価の算定に際しては、観察できないインプットを用いていないことから、当該時価は

レベル２の時価に分類しております。 

負債 

 預金 

   要求払預金について、連結決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額を時価としておりま

す。また、定期預金については、一定の期間ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引いた現

在価値により時価を算定しております。割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いて

おります。なお、預入期間が短期間のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。当該時価はレベル２の時価に分類しております。 

借用金 

   借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を、当該借入金の残存期

間を加味した利率で割り引いて時価を算定しております。当該時価はレベル２の時価に分類しておりま

す。 

デリバティブ取引 

   デリバティブ取引については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の

時価に分類しており、主に債券先物取引がこれに含まれます。 

ただし、大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の

種類や満期までの期間に応じて現在価値技法等の評価技法を利用して時価を算定しております。それら

の評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レート、ボラティリティ等であります。当該時

価はレベル２の時価に分類しております。 
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（注 2）時価をもって中間連結貸借対照表計上額とする金融商品のうちレベル 3 の時価に関する情報 

(1) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

金銭の信託においてレベル 3 の時価となるものがありますが、これらは、第三者から入手した価格を調

整せずに使用しており、当社グループが観察できないインプットを推計していないため、記載しており

ません。 

 

(2) 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益 

(単位：百万円) 

区分 
期首 

残高 

当期の損益又は 

その他の包括利益 

購入、

売却、

発行及

び決済

の純額 

レベル

3 の時

価 

への 

振替 

レベル

3 の時

価 

からの 

振替 

期末 

残高 

当期の

損益に

計上し

た額の

うち中

間連結

貸借対

照表日

におい

て保有

する金

融商品

の評価

損益 

損益 

に計上 

（※1） 

その他

の包括

利益に

計上

（※2） 

金銭の信託 

 その他の金銭の信託 

 

10,151 

 

56 

 

△ 27 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

10,180 

 

－ 

（※1）中間連結損益計算書の銀行事業の「その他業務収益」、「その他業務費用」、「その他経常収益」に含ま

れております。 

（※2）中間連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」に含まれておりま

す。 

 

(3) 時価の評価プロセスの説明 

当社グループはリスク管理部門にて時価の算定に関する方針及び手続を定めており、これに沿って時価

を算定しております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においては、所定の検証手続

を実施しております。 

 

(4) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

  重要な観察できないインプットに関する定量的情報について、第三者から入手した価格を調整せずに使

用しており、当社グループが観察できないインプットを推計していないため、記載を省略しておりま

す。 
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（有価証券関係） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」の中の信託受益権を含めて記載しております。 

1. 満期保有目的の債券（2024 年 9 月 30 日現在） 

（単位：百万円） 

 

2． その他有価証券（2024 年 9月 30 日現在）  

（単位：百万円） 

 
種類 

中間連結貸借 

対照表計上額 
取得原価 差額 

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるもの 

株式 3,418 1,127 2,290 

債券 － － － 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 － － － 

その他 34,328 32,752 1,576 

小計 37,746 33,879 3,867 

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えないもの 

株式 － － － 

債券 266,846 284,087 △ 17,241 

 国債 191,106 205,416 △ 14,310 

 地方債 8,251 8,412 △ 160 

 社債 67,488 70,258 △ 2,770 

その他 9,200 9,330 △ 129 

小計 276,046 293,417 △ 17,371 

 合計 313,793 327,297 △ 13,503 

（注）組合出資金（中間連結貸借対照表計上額 0 百万円）については、上表には含めておりません。 

 種類 
中間連結貸借 

対照表計上額 
時価 差額 

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるもの 

 国債 49,706 49,735 28 

 その他 9,805 9,830 24 

小計 59,512 59,565 53 

中間貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

 国債 55,113 52,667 △ 2,446 

 その他 6,993 6,977 △ 16 

小計 62,107 59,644 △ 2,462 

 合計 121,619 119,209 △ 2,409 
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（金銭の信託関係） 

その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2024 年 9 月 30 日現在） 

（単位：百万円） 

 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 

取得原価 差額 

うち中間連結貸借

対照表計上額が 

取得原価を 

超えるもの 

うち中間連結貸借

対照表計上額が 

取得原価を 

超えないもの 

その他の 

金銭の信託 
16,247 16,193 53 53 － 

（注）「うち中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち中間連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの」はそれぞれの「差額」の内訳であります。 

 

（収益認識関係） 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込

まれる金額で収益を認識しております。 

当社グループにおける顧客との契約から認識した主な収益は以下のとおりであります。 

（単位：百万円） 

区分 
顧客との契約から 

生じる経常収益 

役務取引等収益 69,327 

  銀行業務等 18,048 

  決済業務等 51,278 

その他経常収益 759 

  決済業務等 759 

合計 70,087 

決済業務等はその他事業から発生しております。 

なお、上表には「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3月 31 日）の対象の収益を記

載しております。 

 

（1株当たり情報）  

１株当たり純資産額                                                  164,768 円 25 銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する中間純利益金額                       5,227 円 95 銭 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 


